
１ 管理運営体制
想定される不正行為を発生させる要因 不正行為防止計画
・ 公的研究費の管理運営に関する責任の所在、役
割が明確化されておらず、不正行為防止について
体系的に推進されていない。

・ 次のとおり公的研究費の管理運営に係る責任の所在を明
確化し、組織として不正行為防止を推進する。

(1) 最高管理責任者 館長
博物館における不正行為の防止について最終責任を負う。
(2) 統括管理責任者 副館長

最高管理責任者を補佐し、不正行為の防止について博物館
全体を統括する実務上の責任と権限を持つ。
　副館長（事務）　公的研究費の使用について担当する
　副館長（学芸）　公的研究活動について担当する
(3) コンプライアンス推進責任者 総務部長、研究部長
不正行為の防止について実質的な責任と権限を持つ。

２ 適正な管理運営の基盤となる環境の整備
想定される不正行為を発生させる要因 不正行為防止計画

・ 関係者の規範意識の向上を図るため、毎年１回以上、研
修会等を開催し、コンプライアンス教育等を行う。

・コンプライアンス教育においては、博物館における研究活
動に係る行動規範、不正行為の防止等に関する規程等の
周知を徹底するとともに、不正行為を行った場合の処分等
について十分に理解させる。

３ 研究費の適切な使用
想定される不正行為を発生させる要因 不正行為防止計画
・ 研究費が税金によってまかなわれていることに対
しての意識が希薄である。

研究費の使用ルール等について研修や説明会を開催し、研
究費執行にかかる事務手続き等に対する理解度を高めると
ともに意識の向上を図る。

・ 不適切な会計処理であっても、結果的に研究のた
めに使用していれば許されるという認識がある。

・ 公募型研究事業に参画する研究者には、不正使用を行わ
ない旨の誓約書を提出させる。

・ 公的研究費の使用に関する事務手続きが十分に
理解されていない。

・ 事務手続きを分かりやすく説明する手引きを作成し、研修
会等により周知することにより適正な使用を推進する。

・ 研究費の執行状況が適切に把握されていないた
め、年度末に予算執行が集中する事態が発生す
る。

・ 総務部長が、随時、研究費の執行状況を確認し、毎年度
１２月末時点で著しく執行が遅れていると認められる場合
は、研究者に対し理由を確認の上、必要に応じて改善を指
導する。

滋賀県立琵琶湖博物館（以下「博物館」という。）における研究活動上の不正行為の防止等に関する規程第10条
第1項の規定に基づき、博物館において公的研究にかかる不正行為を発生させる要因を把握し、適切な対策を講
じるため、以下のとおり不正行為防止計画を策定する。

(平成28年7月 1日 策定）
滋賀県立琵琶湖博物館調査研究活動における不正行為防止計画

・ コンプライアンスに対する関係者の意識が希薄で
ある。



想定される不正行為を発生させる要因 不正行為防止計画
・ 発注段階での財源の特定がなされていない。 ・ 研究費の執行状況を的確に把握するため、発注段階での

財源特定を徹底するよう、研修会等において指導を行う。

・ 旅行事実の確認が不十分なため、カラ出張や水
増し請求が発生する。

・ 旅行命令簿は全て県の旅費システムで作成し、事務部門
である総務部総務課が確認を行う。精算に当たっては、県
の規定に基づき、復命書、航空機半券および領収書等によ
る事実確認を行ったうえで支出を行う。

・ 必要に応じて、旅行先に問い合わせる等して事実関係の
確認を行う。

・ 物品購入において、研究に必要ないと思われる物
品を購入する。

・ 物品の発注は、原則、研究者からの依頼を受け、事務部
門である総務部総務課において行い、研究者からの依頼時
に疑義が生じた物品については、研究者に購入目的を確認
する。

・ 物品購入等における研究者による直接発注、不
十分な検収により、架空の納品や預け金が発生す
る。

・ 物品の発注および検収は、原則として、事務部門である総
務部総務課において行う。

・ 発注に際し、専門的知識を必要とする備品、物品について
は、事前に総務部総務課において購入理由を確認したうえ
で、研究者による発注を認める。

・ 研究事業の遂行上必要やむを得ないもの、かつ、緊急を
要する等の理由がある場合は、１件５万円未満の契約に限
り、研究者による発注を認めることとし、すべての契約につ
いて、総務部総務課において検収の上支払う。

・ 特殊な役務の提供、会場借上げ、手数料等の執行等に係
る事実の確認は、成果物の確認、総務部総務課職員の立
会または履行が確認できる書類等により確認を行う。

・ 内部監査において、過去に購入した備品の一部について
現物確認を行う。

・ 研究者と取引業者が必要以上に密接な関係を持
つことにより、癒着、不正な取引が発生する。

・ 内部監査において、必要に応じ、取引数が多い業者に対
して取引一覧の提出を求める等して、取引状況の確認を行
う。
・ 年間50万円以上の取引が見込まれる業者に対して、不正
な取引に関与しない旨の誓約書の提出を求める。

・ 研究者が任用する研究協力者等の勤務状況の
管理が厳密に行われていないため、カラ賃金、カラ
謝金等が発生する。

・ 研究者が任用する研究協力者等の勤務状況の管理は、
博物館に出勤する者については事務部門である総務部総
務課で行い、博物館外で行う行事等に係る研究協力者等に
ついては勤務状況が確認できる書類等を研究者に提出させ
ることにより総務部総務課において確認を行う。

・ 必要に応じて、研究協力者等に問い合わせる等して事実
関係の確認を行う。



４　情報の伝達を確保する体制の確立
想定される不正行為を発生させる要因 不正行為防止計画
・ 不正行為に係る通報窓口の認知不足により不正
行為案件が表面化しにくい。

・ 不正行為防止に関する規定類をホームページで公表する
ことに加え、博物館における会議、研修会等の場を利用して
不正行為に係る通報窓口の存在の周知を徹底する。

・ 通報者が通報することにより自らが不利益を被る
と考え、不正行為案件を通報しない。

・ 不正行為案件に関する通報を行ったことを理由として、通
報者に不利益な取り扱いをしないことを関係規定に明記し、
研修会等により関係者に周知する。

・ 通報窓口に通報した不正行為案件について、調
査開始までの間、または調査が長期間に及び、そ
の間不正行為が継続する。

・ 不正行為案件に関する通報を受理してから調査を開始す
るまでの期間および調査期間に制限日数を設け、迅速な調
査を行う。

・ 調査中であっても、調査対象の研究者に対し必要に応じ
て当該事案に係る公的研究費の使用中止を命じる権限を館
長に付与する旨の規定を設ける。

５ 不正行為防止計画の実施
想定される不正行為を発生させる要因 不正行為防止計画
・ 不正行為防止計画を策定・実施したにもかかわら
ず不正行為事案が発生する。

・ 不正行為が発生した場合は、当該不正行為事案の調査
結果から明らかとなった具体的な発生要因について、再発
防止策を検討し、速やかに不正行為防止計画に盛り込む。

６　モニタリングの実施
想定される不正行為を発生させる要因 不正行為防止計画
・ 研究費の不正使用の発生要因に着目した監査が
不十分であるため、不正発生のリスクが存在する。

・ 内部監査は、研究費の全件を対象とした会計書類の形式
的要件の検査に加え、研究費一部を対象に、不正発生要因
に着目した納品後物品の現物確認、関係者へのヒアリング
等のリスクアプローチ検査を行う。

・ 内部監査で指摘された課題の改善が不十分であ
る。

・ 内部監査結果に対する改善策を文書で提出させるととも
に、実施状況の確認面談などにより、再発防止を徹底する。


